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技術紹介図

この図は、業務用自営無線システムの基本構成を示したものです。

現場端末、無線中継設備、拠点間ネットワーク、指令室・管理拠点で構成されます。

現場端末は、携帯型または車載型の無線機で、音声通話、位置情報の送信、緊急発報に使用します。

現場端末から送信された無線通信は、無線中継設備で受信・再送信され、建物内、屋外、山間部など通信が届き

にくいエリアを補完します。

複数の中継設備や拠点を接続することで、離れた施設や広いエリアでも同一の通信ネットワークとして運用できま

す。

これにより、現場職員、車両、管理拠点、指令室の間で、グループ単位の通話や一斉連絡が可能になります。

指令室・管理拠点では、現場からの通話、位置情報、緊急通知を集約し、状況確認や指示伝達を行います。

また、管理サーバーにより、利用者、通話グループ、設備状態、設定情報を管理し、日常運用や保守を支援しま

す。

さらに、通信内容の保護、拠点間通信の保護、紛失端末の利用停止などにより、公共安全用途で求められる安

全な運用にも対応します。

必要に応じて、電話設備や他システムとの連携、通信記録やログの確認にも活用できます。

この構成により、携帯電話網に依存せず、現場から指令室までをつなぐ自営通信ネットワークを構築できます。
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技術分類（キーワード）
業務用無線、自営通信網（災害対応、Public Safety、警察・消防・救急、自治体連携、携帯電話に依存しない通

信、セキュア通信、秘匿性、情報統制、専用無線網、ミッションクリティカル通信）

技術の内容（概要）

業務用無線機・無線システムを活用し、携帯電話網に依存しない自営通信網を構築するソリューションです。特に

警察・消防・救急などのPublic Safety分野では、現場情報、個人情報、指揮命令などの情報を扱うため、一般の

携帯電話やスマートフォンを基幹通信として利用することは、セキュリティおよび情報統制の面で適しません。ま

た災害時には携帯電話網の輻輳、停電、基地局障害、圏外化等により連絡が取りにくくなる場合があるため、秘

匿性、可用性、運用統制を確保できる自営無線・専用無線網の確保が必須です。本ソリューションは、現場・自治

体・警察・消防・救急などの関係機関における初動連絡、指揮命令、位置共有、緊急発報を補完します。港湾、空

港、鉄道、発電・エネルギー、工場、農林水産、自治体・公共安全などの現場において、音声連絡に加え、GPS位

置情報、簡易データ伝送、遠隔監視・制御を組み合わせ、現場の安全確保、業務効率化、インフラ維持管理を支

援します。中継器の活用やIP回線・衛星通信等との連携により、山間部、広大な施設、通信不感地帯などでも必

要な通信エリアを柔軟に確保できる点が特長です。
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この図は、携帯電話に依存しない業務用自営無線システムの導入イメージです。

警察・消防・救急、空港、港湾、工場、山間部など、確実な連絡が求められる現場で活用できます。

現場職員は無線機を使い、ボタンひとつで指令室や他の職員と連絡できます。

中継設備により、建物内・広い敷地・通信が届きにくい場所でも通信エリアを広げることができます。

主な導入メリットは以下の通りです。

〇災害時でも連絡手段を確保できる：携帯電話網の混雑、停電、圏外化に備えられます。

〇現場の初動対応を早められる：一斉連絡やグループ通話により、指令室から現場へ迅速に指示できます。

〇現場状況を把握しやすい：位置情報や緊急発報を指令室で確認でき、対応判断を支援します。

〇機微情報を安全に扱いやすい：公共安全分野で必要な秘匿性や運用統制を確保しやすくなります。

〇広い施設や不感エリアでも使いやすい：空港、港湾、工場、山間部など、携帯電話がつながりにくい場所を補完

できます。

このように、平常時の業務連絡だけでなく、災害時・緊急時にも現場と指令側を確実につなぐ通信基盤として有効

です。

活用事例

都市名

プロジェクト名

プロジェクト概要

対象国

プロジェクト紹介図

SDGs

備考

（受賞歴など

プロジェクト紹介Webサイ

ト

https://comms.kenwood.com/en/case_studies/
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全世界の全ての地域

グローバル大規模施設・公共安全分野における業務用無線システム導入事例

空港分野では、Istanbul New Airportにおいて、NEXEDGE Gen2が「世界最大の空港」とされる大規模空港の運用

上重要な通信に用いられています。Public Safety分野では、USやUKのような先進国の他、ブルガリア国家警察向

けに全国規模のNEXEDGEデジタル無線システムが導入され、警察業務における音声通信、GPSによる位置把

握、他機関との連携として運用されています。ベトナムのSP-PSA International Portで、将来拡張を見据えた無線

システムが採用され、4コンテナバース、総延長1,200mの岸壁、年2.2百万TEU規模の計画に対応する通信基盤と

して活用されています。工場・プラント分野では、アイルランドのGuinness St James’s Gate Breweryで、63エー

カー、52棟の複雑な構内における警備・保守・救急車両等の構内通信をNEXEDGEデジタルPMRシステムが支え

ています。これらの事例は、携帯電話網だけに依存せず、現場・管理拠点・公共安全機関をつなぐ自営通信が、

空港、港湾、工場、警察・消防・救急等のスマートシティ基盤において重要であることを示すものです。また、公共

安全分野では、災害時の可用性だけでなく、機微情報を扱うセキュリティ面からも、一般携帯電話に依存しない自

営無線・専用無線網の役割が重要です。

当社は全世界に代理店網を形成し、機器の提供、アフターサービス、電波法関連の認証対応も可能です。
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